
証券コード　9063

令和２年６月11日

株 主 各 位
岡山市北区清心町４番31号

取締役社長 遠 藤 俊 夫

第108回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第108回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申しあげます。

　株主の皆様におかれましては、株主総会開催時点での新型コロナウイルスの流

行状況やご自身の体調をお確かめのうえ、ご来場賜りますようお願い申しあげま

す。

　なお、当日ご来場いただけない場合は、お手数ながら後記の株主総会参考書類

をご検討くださいまして、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示

いただき、令和２年６月25日（木曜日）午後５時30分までに到着するよう、ご返

送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記

１．日 時 令和２年６月26日（金曜日）午前10時

２．場 所 岡山市中区浜二丁目３番12号　岡山プラザホテル　４階鶴鳴の間

※開催場所が前回と異なりますので、末尾の「株主総会会場ご案内図」を

ご参照いただき、お間違えのないようご注意ください。

３．目的事項

報告事項 １．第108期（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）事業報告、連

結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果報

告の件

２．第108期（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）計算書類報告

の件

決議事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 監査役３名選任の件

第３号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

                                               以上
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◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

◎本株主総会招集通知に掲載しております事業報告、連結計算書類及び計算書類並びに株主総会

参考書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 

https://www.okaken.co.jp）に掲載させていただきます。

　≪お願い≫

　新型コロナウイルスの感染拡大防止のため、以下のとおりご案内いたしますとともに、株主の

皆様のご理解とご協力をお願い申しあげます。

　・株主総会へのご出席をご検討されている株主様におかれましては、当日までの健康状態にも

ご留意いただきまして、くれぐれもご無理をなさいませぬようお願い申しあげます。

　・極力マスクをご着用のうえご来場くださいますようご協力をお願い申しあげます。

　・会場入口及び会場内に消毒液を設置いたします。

　・当社係員はマスクを着用させていただきます。

◎新型コロナウイルスをめぐる状況の変化により、上記会場の使用が困難となった場合には、会

場の変更をする可能性がございます。その場合には、速やかにインターネット上の当社ウェブサ

イト（アドレス https://www.okaken.co.jp）で変更後の会場をお知らせいたしますので、株主様

におかれましては、当日ご来場前に必ずインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス 

https://www.okaken.co.jp）をご確認くださいますようお願い申しあげます。
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添付書類

事　業　報　告

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

　当連結会計年度における我が国経済は、企業収益の底堅い推移や雇用・所得

環境の改善による個人消費の持ち直しなどを背景に緩やかな回復基調で推移し

てまいりましたが、米中の貿易摩擦や中東情勢の悪化、英国のＥＵ離脱問題な

ど、海外情勢の不確実性を受け景気は先行き不安な状況が続いております。

　運輸業界におきましても、国内貨物総輸送量は度重なる自然災害の影響や消

費税増税に伴う駆け込み需要の反動、さらには新型コロナウイルスの感染拡大

もあり減少傾向でありました。また「働き方改革関連法」の施行により有給休

暇５日取得の義務化、残業時間の上限規制の適用等により労働力の不足感が一

段と強まり厳しい状況で推移しております。

　このような経済環境下、当社グループは、長時間労働の是正、労働環境・労

働条件の改善につとめ、働きやすい職場づくりを推進してまいりました。さら

には適正運賃・諸料金（付帯作業料等）の収受を継続的に進めるとともに、輸

送品質の向上とコストの削減につとめ、お客様からの信頼をいただける企業と

して積極的な営業展開をしてまいりました。

　その結果、当連結会計年度の営業収益は423億９千８百万円（前連結会計年度

比　97.9％）、経常利益は17億４千４百万円（前連結会計年度比82.5％）とな

りました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は11億２千１百万円（前連

結会計年度比　83.4％）となりました。

　当連結会計年度の事業セグメントの状況は、次のとおりであります。

　　　①　貨物運送関連事業

　貨物運送関連事業につきましては、年度後半は消費税増税後の景気の低

迷や、新型コロナウイルスの感染拡大の影響もあり運送需要の動きが弱く

貨物取扱量は前連結会計年度に比べ減少したことにより、営業収益は405億

３千９百万円となり連結営業収益全体の95.6％となりました。

　　　②　石油製品販売事業

　石油製品販売事業につきましては、商品販売量の減少及び販売単価の下

落などにより、営業収益は10億３千８百万円となり、連結営業収益全体の

2.5％となりました。
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③　その他

　その他につきましては、自動車用品販売、フォークリフト販売及び一般

労働者派遣等を含んでおり、営業収益は８億１千９百万円となり、連結営

業収益全体の1.9％となりました。

セグメントの名称
当連結会計年度（百万円）

（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）
前期比(％)

貨物運送関連事業 40,539 98.5

石油製品販売事業 1,038 77.0

そ の 他 819 101.9

合 計 42,398 97.9

(2) 対処すべき課題

　今後の見通しにつきましては、消費税増税後の景気の低迷、また新型コロナ

ウイルスの感染拡大の影響が加わり景気はさらに悪化するものと思われ、予断

を許さない状況であります。

　このような状況下、当社グループは当年の目標を「生産性の向上と輸送力の

強化」と定めました。お客様には最高の輸送品質でお応えすることにより、「適

正な運賃・料金」の収受活動を継続し、業績の向上につとめる所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご理解とご支援を賜りますよ

うよろしくお願い申しあげます。

(3) 設備投資の状況

　当社グループでは、顧客に対する、より高い輸送品質の向上及び同業者間の

競争の激化に対応するため、貨物運送関連事業を中心に17億６千７百万円の設

備投資を実施いたしました。その主なものは、車両12億６千９百万円と、南港

支店荷捌場改修工事１億８百万円であります。

(4) 資金調達の状況

　当連結会計年度中における必要資金は金融機関からの借入金及び自己資金に

よってまかないました。
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(5) 財産及び損益の状況

①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 105 期

(平成29年３月期)
第 106 期

(平成30年３月期)
第 107 期

(平成31年３月期)

第 108 期
(当連結会計年度)
(令和２年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 40,250 41,657 43,314 42,398

親会社株主に帰属
する当期純利益

（百万円） 1,224 1,461 1,345 1,121

１株当たり当期純利益 （円） 597.17 720.54 663.33 553.17

総 資 産 （百万円） 41,678 42,613 43,020 41,380

純 資 産 （百万円） 13,607 15,003 16,103 16,978

　（注）１．平成30年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま

す。第105期の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して、１株当たり当期純

利益を算定しております。

２．第107期より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号

平成30年２月16日）を適用しております。当該表示方法の変更は遡及適用され、

第106期の総資産については遡及適用後の数値を記載しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分
第 105 期

(平成29年３月期)
第 106 期

(平成30年３月期)
第 107 期

(平成31年３月期)

第 108 期
(当事業年度)
(令和２年３月期)

営 業 収 益 （百万円） 35,395 36,595 37,730 37,028

当 期 純 利 益 （百万円） 1,044 1,254 1,122 970

１株当たり当期純利益 （円） 509.38 618.47 553.40 478.82

総 資 産 （百万円） 37,339 38,056 38,125 36,418

純 資 産 （百万円） 11,441 12,537 13,369 14,070

　（注）１．平成30年10月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っておりま

す。第105期の期首に当該株式併合が行われたものと仮定して、１株当たり当期純

利益を算定しております。

２．第107期より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号

平成30年２月16日）を適用しております。当該表示方法の変更は遡及適用され、

第106期の総資産については遡及適用後の数値を記載しております。

(6) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係
　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 30 百万円 100 ％ 貨物自動車運送事業

彦 崎 通 運 株 式 会 社 30 100 貨物自動車運送事業

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 30 100 石 油 製 品 販 売 業

マルケー自動車整備株式会社 20 100 自 動 車 修 理 業
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(7) 主要な事業内容（令和２年３月31日現在）

事 業 区 分 内 容

貨 物 運 送 関 連 事 業

当社グループの主要な業務であり、当社及び子会社の岡山県貨物
鋼運株式会社を含む５社が従事しており市場のニーズに対応した
輸送品質を開発して幅広いサービスを提供しております。子会社
のマルケー自動車整備株式会社が自動車修理部門を担当してお
り、トラックターミナル業を関連会社である岡山県トラックター
ミナル株式会社及び山陽コンテナトランスポート株式会社が貨物
利用運送事業を営んでおります。

石 油 製 品 販 売 事 業
子会社のマルケー商事株式会社は出光興産株式会社の代理店とし
てグループ各社並びに得意先に対して石油製品の販売を営んでお
ります。

そ の 他

子会社のマルケー商事株式会社は自動車用品の販売、建設及び保
険代理業を行い、岡山エールフォークリフト株式会社はフォーク
リフト販売業を行っており、また、ハートスタッフ株式会社が一
般労働者派遣業を営んでおります。

(8) 主要な事業所（令和２年３月31日現在）

当　社

名 称 所 在 地 名 称 所 在 地

本 社 岡 山 市 北 区 岡　山 主管支店 岡 山 市 中 区

津　山 主管支店 岡 山 県 津 山 市 倉　敷 主管支店 岡 山 県 倉 敷 市

福　山 主管支店 広 島 県 福 山 市 広　島 主管支店 広 島 市 中 区

米　子 主管支店 鳥 取 県 米 子 市 福　岡 主管支店 福 岡 市 東 区

四　国 主管支店 香 川 県 坂 出 市 兵　庫 主管支店 兵 庫 県 姫 路 市

大　阪 主管支店 兵 庫 県 尼 崎 市 名古屋 主管支店 愛 知 県 小 牧 市

東　京 主管支店 東京都江戸川区 北　陸 主管支店 石 川 県 白 山 市

子会社

名 称 所 在 地

岡 山 県 貨 物 鋼 運 株 式 会 社 岡 山 県 倉 敷 市

彦 崎 通 運 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 商 事 株 式 会 社 岡 山 市 北 区

マ ル ケ ー 自 動 車 整 備 株 式 会 社 岡 山 市 南 区
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(9) 使用人の状況（令和２年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

セ グ メ ン ト の 名 称 使　用　人　数（名）
前 連 結 会 計
年度末比増減(名)

貨 物 運 送 関 連 事 業 2,445 20増

石 油 製 品 販 売 事 業 13 －

そ の 他 29 1減

合 計 2,487 19増

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数443名を含んでおりません。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数
前事業年度末比
増 減

平 均 年 齢 平均勤続年数

2,129名 17名増 43.6歳 15.2年

（注）使用人数は就業人員であり、使用人数には臨時雇用者数386名を含んでおりません。

(10) 主要な借入先の状況（令和２年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 中 国 銀 行 5,770 百万円

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 5,293

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 865
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２．会社の株式に関する事項（令和２年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 4,000千株

②　発行済株式の総数 2,027千株 (自己株式172千株を除く)

③　株主数 1,568名

④　大株主(上位10名)

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

損害保険ジャパン日本興亜株式会社 152千株 7.51％

西 尾 総 合 印 刷 株 式 会 社 135 6.69

マ ル ケ ー 従 業 員 持 株 会 127 6.29

福 山 通 運 株 式 会 社 100 4.93

株 式 会 社 中 国 銀 行 94 4.68

両備ホールディングス株式会社 93 4.63

T O Y O  T I R E 株 式 会 社 67 3.32

堀 口 祐 司 61 3.01

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 58 2.86

株 式 会 社 岡 山 マ ツ ダ 47 2.34

（注）１．当社は自己株式172,514株を保有しておりますが、上記大株主からは除外しておりま

す。

　　　２．持株比率は自己株式（172,514株）を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況(令和２年３月31日現在)
（＊は代表取締役）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

＊ 取 締 役 会 長 安 原 　 晃

東京営業本部本部長
岡山県貨物鋼運株式会社　代表取締役会長
昭和工運株式会社　代表取締役会長
マルケー萩貨物自動車株式会社　代表取締役会長
マルケー商事株式会社　代表取締役会長
山陽コンテナトランスポート株式会社　代表取締役社長
岡山県トラックターミナル株式会社　代表取締役社長

＊ 取 締 役 社 長 遠 藤 俊 夫

大阪営業本部本部長
彦崎通運株式会社　代表取締役会長
マルケー自動車整備株式会社　代表取締役会長
丸一倉庫運輸株式会社　代表取締役会長

専 務 取 締 役 村 上 明 久 岡山主管支店長

常 務 取 締 役 関 　 裕 二 米子主管支店長

常 務 取 締 役 安 原 秀 二 広島主管支店長

常 務 取 締 役 馬屋原　　　章
企画室・経理部・人事部・総務部担当
ハートスタッフ株式会社　代表取締役社長

常 務 取 締 役 原 田 和 充 営業部・運行管理部・情報システム部担当

取 締 役 岡 本 信 義 倉敷主管支店長

取 締 役 中 澤 正 樹 経理部長

取 締 役 荒 田 治 通 総務部長

取 締 役 笹 原 直 之 大阪主管支店長

取 締 役 亀　山　祐二郎 東京主管支店長

取 締 役 奥 川 朋 正 福山主管支店長

取 締 役 西　尾　源治郎 西尾総合印刷株式会社　代表取締役社長

取 締 役 有 澤 和 久
有澤会計事務所　代表
株式会社ウエスコホールディングス　社外監査役

常 勤 監 査 役 若 狹 愼 一

監 査 役 松 田 　 久
両備ホールディングス株式会社　取締役副会長
株式会社両備システムズ　取締役副会長

監 査 役 佐 藤 　 浩
損害保険ジャパン日本興亜株式会社　岡山支店長・
理事

（注）１．取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏は、社外取締役であります。

　　　２．取締役のうち西尾源治郎及び有澤和久の両氏を、東京証券取引所の定めに基づく独立

役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．監査役のうち松田　久及び佐藤　浩の両氏は、社外監査役であります。

４．常勤監査役若狹愼一氏は当社の経理部門において40年間勤務した経験を有するもの

であり財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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５．当事業年度中の取締役及び監査役の異動は次のとおりであります。

　　　　①令和元年６月１日付で、取締役の地位が以下のように変更となりました。

氏　　名 新 旧

原　田　和　充 常務取締役 取締役

　　　　②令和元年６月１日付で、監査役の兼職先における地位が以下のように変更となりま

した。

氏　　名 新 旧

松　田　　　久

両備ホールディングス株式会
社　取締役副会長

両備ホールディングス株式会
社　代表取締役社長

株式会社両備システムズ　取
締役副会長

株式会社両備システムズ　代
表取締役社長

　　　　③令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって取締役若狹愼一氏

は任期満了により退任いたしました。

　　　　④令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって取締役森分俊裕氏

は任期満了により退任いたしました。

　　　　⑤令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって監査役佐々木　稔

氏は辞任により退任いたしました。

　　　　⑥令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会において、亀山祐二郎氏は新たに取

締役に選任され就任いたしました。

　　　　⑦令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会において、奥川朋正氏は新たに取締

役に選任され就任いたしました。

　　　　⑧令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会において、若狹愼一氏は新たに監査

役に選任され就任いたしました。

　　　　⑨令和元年６月１日付で、取締役の担当を以下のように変更いたしました。

氏　　名 新 旧

村　上　明　久 岡山主管支店長 営業部・運行管理部担当

関　　　裕　二 米子主管支店長 広島主管支店長

安　原　秀　二 広島主管支店長 岡山主管支店長

馬屋原　　　章 人事部・総務部担当
人事部・総務部・情報システム
部担当

原　田　和　充
営業部・運行管理部・情報シス
テム部担当

営業部長

中　澤　正　樹 経理部長 企画室長

　　　　⑩令和元年７月１日付で、取締役の担当を以下のように変更いたしました。

氏　　名 新 旧

馬屋原　　　章
企画室・経理部・人事部・総務
部担当

人事部・総務部担当
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(2) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況及び当社との関係

区 分 氏 名 兼職先会社名 兼職の内容 関 係

取 締 役 西　尾　源治郎
西尾総合印刷株式
会社

代表取締役
社長

当社は西尾総合印刷株式
会社より物品購入を行っ
ております。

取 締 役 有　澤　和　久

有澤会計事務所 代 表
有澤会計事務所と当社と
の間に取引関係はありま
せん。

株式会社ウエスコ
ホールディングス

社外監査役

株式会社ウエスコホール
ディングスと当社との間
に取引関係はありませ
ん。

監 査 役 松 田 　 久

両備ホールディン
グス株式会社
株式会社両備シス
テムズ

取締役副会
長

両備ホールディングス株
式会社及び株式会社両備
システムズと当社との間
に重要な取引関係はあり
ません。

監 査 役 佐 藤 　 浩
損害保険ジャパン
日本興亜株式会社

岡山支店長
・理事

損害保険ジャパン日本興
亜株式会社と当社との間
には保険契約の取引関係
があります。

②　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 西　尾　源治郎
当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席
し、必要に応じ、主に経験豊富な経営者の観点
から発言を行っております。

取 締 役 有 澤 和 久

当期開催の定例取締役会６回のうち６回に出席
し、必要に応じ、公認会計士としての豊かな経
験・専門的見地に基づき発言を行っておりま
す。

監 査 役 松 田 　 久

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会５回
のうち取締役会３回及び監査役会５回に出席
し、必要に応じ、主に豊かな経験と客観的な見
地から発言を行っております。

監 査 役 佐 藤 　 浩

当期開催の定例取締役会６回及び監査役会５回
のうち取締役会６回及び監査役会５回に出席
し、必要に応じ、主に豊かな経験と客観的な見
地から発言を行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　該当事項はありません。

④　子会社から受けている報酬等の総額
　該当事項はありません。
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(3) 取締役及び監査役に対する報酬等の額

区　　　　分 人　　数（名） 報酬等の額（百万円）

取　締　役 17 121

監　査　役 4 11

合　　計 21 133

（注）１．上記には、令和元年６月27日開催の第107回定時株主総会終結の時をもって退任した

取締役２名及び監査役１名が含まれております。

　　　２．平成元年６月29日開催の第77回定時株主総会の決議による取締役の報酬限度額は月

額13百万円（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与を除く）、監査役の報酬限度

額は月額２百万円であります。

３．上記の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含んでおりません。

４．上記の報酬等の額には、販売費及び一般管理費に計上した役員退職慰労引当金繰入額

15百万円を含んでおります。

５．上記の報酬等の額には、社外取締役２名及び社外監査役２名に対する報酬等の総額４

百万円を含めております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

支　払　額

①当社が支払うべき報酬等の額 32百万円

②当社及び当社の子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

32百万円

 (注) １.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法

に基づく監査の監査報酬額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記①

の金額にはこれらの合計額を記載しております。

　　　２.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積り

の算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人

の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある

と判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する

議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。こ

の場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会にお

いて、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。
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５．業務の適正を確保するための体制
　当社は職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その
他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下の
とおりであります。（最終改定　平成28年５月10日）
(1) 取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は、コンプライアンスの徹底を最重要課題と位置付け、取締役一人ひと
りが周知徹底しコンプライアンスを遵守し行動する。
　コンプライアンス委員会を設置しコンプライアンスに係る事項を管理推進し
ていく。
(2) 取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の決定に関する記録は、社内規程に基づき作成・保存する。
(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　コンプライアンス、環境、災害、品質などに係るリスク管理は、社内規
程で定めるとともに、各関係部門で必要に応じ研修の実施、マニュアルの
作成・整備等を行い、適切に運用する。

②　新たに生じたリスクに対応するために必要な場合は、速やかに対応責任
者となる取締役を定める。

(4) 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制
①　３ヶ月に１回以上開催する取締役会に監査役が出席し、職務執行状況等
を把握する。

②　緊急を要する場合は、必要に応じて取締役会を開催する。
(5) 使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①　コンプライアンス規程に基づき運用し、教育・指導を実施する。
②　内部監査を実施する。

(6) 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　取締役会は業務執行についてグループ全体の監督を行い、監査室は業務執行
やコンプライアンスの状況等について内部監査を実施する。
(7) 監査役の補助使用人に関する事項
　現状では監査役の補助使用人を配置していないが、必要に応じ事務室を設置
する。
(8) 監査役の補助使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に

対する指示の実効性確保に関する事項
　監査役の補助使用人の人事は監査役会の同意を必要とする。当該使用人は監
査役の指示に従い職務を遂行する。
(9) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報

告に関する体制
①　取締役及び使用人は、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を発見
したときは、直ちにこれを監査役に報告しなければならない。

②　監査役は、必要に応じて取締役及び使用人に対し報告を求める。
③　監査室は、内部監査の結果を監査役に報告する。

(10) 監査役の職務執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当
該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務執行に必要な費用について会社に請求があった場合、速やかに
前払又は償還に応じる。
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(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査室及び総務・経理部門等は監査役の事務を補助する。
(12) 反社会的勢力の排除に向けた体制

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力及び団体に対しては、取

引関係をはじめとする一切の関わりを排除したうえで、企業活動における社会
的責任を果たしていくことを基本方針とする。この方針の遂行のために、情報
収集や外部専門機関と緊密な連携関係を構築する。

６．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　前記業務の適正を確保するための体制に関する基本方針に基づいて、体制の
整備とその適切な運用に努めております。当事業年度における当該体制の運用
状況の概要は以下のとおりです。

(1) 法令及び定款の遵守（コンプライアンス）に対する取組みの状況

①　当事業年度においては、リスク管理委員会・コンプライアンス委員会を
４回開催し、コンプライアンスに関する重要事項などに関し、担当部室か
ら報告を受け代表取締役社長に報告しました。また、諸規程の改定を行い、
常に社内で閲覧できる状態にしております。

②　社内定例会議、新入社員研修において内部統制とコンプライアンスに関
する研修を行いました。また、内部コンプライアンス規程に基づき、内部
通報制度を設定しており担当部署によって適切に運用を行っております。

③　取引先については「反社会的勢力排除規程」に基づき新規取引先はもち
ろん、既存の取引先に関しても厳正なチェックを行い、反社会的勢力とは
取引を行わないこととしています。

(2) 取締役の職務執行の効率性確保に対する取組みの状況

　定時取締役会を６回、臨時取締役会を適宜実施しており、法令等に定められ
た事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事項を決定するとともに、
取締役間の意思疎通を図り相互に業務執行を監督いたしました。

(3) 取締役の職務執行に係わる情報の保存及び管理に対する取組みの状況

　取締役会議事録、稟議書等は規程に基づき、保存期間・所管部署を定めて適

切に管理しています。

(4) 損失の危険の管理に対する取組みの状況

　リスク管理委員会を設置して、当社グループの経営に重大な影響を与えるリ
スクを洗い出し、定期的に見直すとともに、必要に応じ損失を減らすための対
応を行っております。
　また、各部門から選出されたメンバーにより課題を検討し、効率的に損失の
危機への対応を行っております。

(5) 企業集団における業務の適正を確保するための取組みの状況

　当社子会社の経営管理につきましては、当社の企画室にて子会社の経営管理
体制を整備、統括するとともに、重要な事項については、事前に承認申請また
は報告を行っております。また、監査役及び監査室は、子会社に対する監査を
実施しており、グループ経営に対応したモニタリングを実施しております。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
（注）１．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てております。

２．営業収益等の金額には、消費税等は含まれておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（令和２年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び営業未収入金

リ ー ス 投 資 資 産

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び車両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

12,962,812

5,882,768

6,673,634

11,627

102,048

295,360

△2,626

28,417,884

24,585,579

7,174,996

1,722,959

33,749

15,498,615

92,454

62,804

578,776

3,253,528

2,712,457

183,947

368,577

△11,453

流 動 負 債 11,964,071

支払手形及び営業未払金 2,771,609

短 期 借 入 金 6,331,962

リ ー ス 債 務 31,428

未 払 法 人 税 等 300,465

賞 与 引 当 金 278,725

そ の 他 2,249,880

固 定 負 債 12,438,045

長 期 借 入 金 8,678,039

リ ー ス 債 務 68,110

繰 延 税 金 負 債 68,559

役員退職慰労引当金 106,984

退職給付に係る負債 3,235,587

資 産 除 去 債 務 106,286

そ の 他 174,477

負 債 合 計 24,402,116

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 16,531,529

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,770,388

利 益 剰 余 金 12,634,402

自 己 株 式 △293,861

その他の包括利益累計額 419,880

その他有価証券評価差額金 363,692

退職給付に係る調整累計額 56,188

非 支 配 株 主 持 分 27,170

純 資 産 合 計 16,978,580

資 産 合 計 41,380,697 負 債 純 資 産 合 計 41,380,697

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益 42,398,251

営 業 原 価 39,194,656

営 業 総 利 益 3,203,594

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,757,918

営 業 利 益 1,445,676

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 42,442

受 取 賃 貸 料 171,969

持分法による投資利益 62,252

受 取 保 険 金 118,652

そ の 他 103,715 499,032

営 業 外 費 用

支 払 利 息 178,415

そ の 他 22,109 200,525

経 常 利 益 1,744,182

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 75,611 75,611

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 6,229

投 資 有 価 証 券 評 価 損 64,559 70,788

税金等調整前当期純利益 1,749,005

法人税、住民税及び事業税 661,756

法 人 税 等 調 整 額 △36,371 625,384

当 期 純 利 益 1,123,621

非支配株主に帰属する当期純利益 2,005

親会社株主に帰属する当期純利益 1,121,615

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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連結株主資本等変動計算書
（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,420,600 1,770,388 11,654,725 △293,208 15,552,505

当期変動額

剰余金の配当 △141,939 △141,939

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,121,615 1,121,615

自己株式の取得 △652 △652

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

当期変動額合計 － － 979,676 △652 979,024

当期末残高 2,420,600 1,770,388 12,634,402 △293,861 16,531,529

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株
主 持 分

純資産合計その他有価
証券評価差
額 金

退職給付に
係る調整累
計 額

その他の包
括利益累計
額 合 計

当期首残高 490,024 33,379 523,403 27,277 16,103,186

当期変動額

剰余金の配当 △141,939

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,121,615

自己株式の取得 △652

株主資本以外の項目の当期変
動額（純額）

△126,332 22,809 △103,523 △107 △103,630

当期変動額合計 △126,332 22,809 △103,523 △107 875,394

当期末残高 363,692 56,188 419,880 27,170 16,978,580

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

　子会社９社はすべて連結しており、連結子会社名は、岡山県貨物鋼運㈱、昭和工運㈱、

マルケー萩貨物自動車㈱、彦崎通運㈱、マルケー商事㈱、マルケー自動車整備㈱、岡山エ

ールフォークリフト㈱、ハートスタッフ㈱、丸一倉庫運輸㈱であります。

２．持分法の適用に関する事項

　関連会社は２社であり、岡山県トラックターミナル㈱、山陽コンテナトランスポート㈱

に対する投資について、持分法を適用しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の事業年度の末日は、すべて連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの…………………移動平均法による原価法

②　たな卸資産…………………………主として先入先出法による原価法（貸借対照表価

額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

(2）重要な減価償却資産の償却方法

①　有形固定資産………………………

（リース資産は除く）

主として定率法によって減価償却を実施してお

りますが、子会社のマルケー自動車整備㈱の建物

については定額法によって減価償却を実施して

おります。ただし、平成10年４月１日以降取得し

た建物（建物附属設備は除く）並びに平成28年４

月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物及び構築物24～50

年、機械装置及び車両３～６年であります。

②　無形固定資産………………………

（リース資産は除く）

定額法

　なお、ソフトウェア（自社利用分）について

は、社内における利用可能期間（５年）によって

おります。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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(3）重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金…………………………債権の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②　賞与引当金…………………………従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

③　役員退職慰労引当金………………役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しております。

(4）その他連結計算書類作成のための重要な事項

①　退職給付に係る会計処理の方法

　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　ロ．数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。

②　消費税等の会計処理………………税抜方式を採用しております。

③　収益及び費用の計上基準

　　営業収益

　　　貨物運送収入は、当社グループの各事業所において荷主より貨物運送を受託し発

送した日を基準として計上しております。

ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっております。

＜表示方法の変更に関する注記＞

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました

「受取保険金」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しまし

た。

　なお、前連結会計年度の「受取保険金」は2,765千円であります。
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＜連結貸借対照表に関する注記＞

１．たな卸資産の内容

商品 19,654千円

原材料及び貯蔵品 82,393千円

合計 102,048千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 38,492,789千円

３．担保に供している資産 建物及び構築物 3,874,502千円

土地 7,975,695千円

上記に対応する債務 短期借入金 5,806,402千円

長期借入金 5,369,166千円

４．受取手形割引高 16,045千円

＜連結株主資本等変動計算書に関する注記＞

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数に関する事項

　　普通株式 2,200,000株

２．配当に関する事項

(１)配当支払額

決　　　議
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

令和元年６月27日
定時株主総会

普通株式 　141,939 利益剰余金 70
平成31年
３月31日

令和元年
６月28日

(２)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

となるもの

決 議 予 定
株 式 の
種 類

配 当 金 の
総額(千円)

配 当
の 原 資

１株当た
り配当額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

令和２年６月26日
定時株主総会

普通株式 　141,924 利益剰余金 70
令和２年
３月31日

令和２年
６月29日

＜金融商品に関する注記＞

１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については

銀行借入によっております。

　受取手形及び営業未収入金に係る信用リスクは、取引先ごとの期日管理及び残高管理

を行っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四

半期ごとに時価の把握を行っております。

　支払手形及び営業未払金は、そのほとんどが１年以内に決済されるものであります。

　借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は設備

投資に係る資金調達であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　令和２年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。

－ 21 －



(単位:千円)

連結貸借対照
表計上額(※1)

時　価(※1) 差 額

(１)現金及び預金 5,882,768 5,882,768 －

(２)受取手形及び
　　営業未収入金(※2)

6,671,007 6,671,007 －

(３)投資有価証券 1,167,576 1,167,576 －

(４)支払手形及び
　　営業未払金

(2,771,609) (2,771,609) －

(５)短期借入金 (2,580,600) (2,580,600) －

(６)長期借入金 (12,429,401) (12,394,226) 35,174

（※1）負債に計上されているものは（　　）で示しております。

（※2）受取手形及び営業未収入金に対する貸倒引当金を控除しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（２）受取手形及び営業未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

（３）投資有価証券

　これらの時価については、株式は取引所の価格によっております。

（４）支払手形及び営業未払金、並びに（５）短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。なお、短期借入金には１年以内返済予定の長期借入金

3,751,362千円は含まれておりません。

（６）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、長期借入金には１

年以内返済予定の長期借入金3,751,362千円を含んでおります。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額1,544,881千円）は、市場価格がなく、かつ将

来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて困難と認

められるため、｢(３）投資有価証券」には含めておりません。

＜賃貸等不動産に関する注記＞

１．当社及び一部の子会社では、大阪府その他の地域で、賃貸商業施設等を所有しておりま

　す。

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額 時　　　　価

1,537,828千円 3,576,008千円

 (注１) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

（注２）当期末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評

　　　価に基づく金額、その他の物件については観察可能な市場価格に基づいて算定して

　　　おります。
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＜税効果会計に関する注記＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　賞与引当金 100,295千円

　未払事業税 33,227千円

　役員退職慰労引当金 34,090千円

　退職給付に係る負債 994,335千円

　減損損失 1,179,986千円

　土地 152,592千円

　その他 41,852千円

繰延税金資産小計 2,536,379千円

　評価性引当額 △1,253,725千円

繰延税金資産合計 1,282,653千円

　繰延税金負債との相殺 △1,098,705千円

　繰延税金資産の純額 183,947千円

　繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 925,528千円

　その他有価証券評価差額金 161,456千円

　土地 76,407千円

　その他 3,873千円

繰延税金負債合計 1,167,265千円

　繰延税金資産との相殺 △1,098,705千円

繰延税金負債の純額 68,559千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 30.46％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 0.48％

受取配当金等益金に算入されない項目 △0.64％

住民税均等割 4.67％

評価性引当額の増減 △0.01％

持分法による投資利益 △0.56％

その他 1.35％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.76％

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額 8,360円80銭

２．１株当たり当期純利益 553円17銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（令和２年３月31日現在）

（単位:千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ） （ 負  債  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

営 業 未 収 入 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

車 両

工 具 器 具 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

ソ フ ト ウ ェ ア

電 話 加 入 権

リ ー ス 資 産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

10,850,873

4,525,039

512,889

546,664

4,960,881

50,929

169,959

45,902

41,033

△2,426

25,567,185

22,788,168

6,197,433

310,961

29,534

1,304,120

21,401

14,813,838

48,073

62,804

569,967

502,980

41,493

21,376

4,117

2,209,048

1,217,988

738,000

27,529

236,984

△11,453

流 動 負 債 10,676,795

営 業 未 払 金 2,333,010

短 期 借 入 金 2,438,600

１年以内返済予定の長期借入金 3,542,518

リ ー ス 債 務 19,474

未 払 金 165,964

未 払 消 費 税 等 340,823

未 払 費 用 670,886

未 払 法 人 税 等 214,287

預 り 金 333,286

従 業 員 預 り 金 205,731

賞 与 引 当 金 236,000

設 備 未 払 金 171,440

そ の 他 4,772

固 定 負 債 11,670,344

長 期 借 入 金 8,232,500

リ ー ス 債 務 31,145

長 期 未 払 金 15,313

繰 延 税 金 負 債 23,782

退 職 給 付 引 当 金 3,106,575

役員退職慰労引当金 101,100

債務保証損失引当金 42,000

資 産 除 去 債 務 106,286

預 り 保 証 金 11,640

負 債 合 計 22,347,140

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 13,720,242

資 本 金 2,420,600

資 本 剰 余 金 1,762,031

資 本 準 備 金 1,761,954

その他資本剰余金 77

利 益 剰 余 金 9,831,471

利 益 準 備 金 311,000

その他利益剰余金 9,520,471

固定資産圧縮積立金 2,112,975

別 途 積 立 金 5,611,000

繰越利益剰余金 1,796,495

自 己 株 式 △293,861

評価・換算差額等 350,677

その他有価証券評価差額金 350,677

純 資 産 合 計 14,070,919

資 産 合 計 36,418,059 負 債 純 資 産 合 計 36,418,059

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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損　益　計　算　書
（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

（単位:千円）

科 目 金 額

営 業 収 益

貨 物 運 送 事 業 収 益 36,556,219

倉 庫 業 収 益 等 471,939 37,028,158

営 業 原 価 35,202,603

営 業 総 利 益 1,825,554

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,000,255

営 業 利 益 825,298

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 260,596

受 取 賃 貸 料 244,694

受 取 保 険 金 118,652

そ の 他 101,150 725,094

営 業 外 費 用

支 払 利 息 163,732

そ の 他 20,282 184,014

経 常 利 益 1,366,377

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 57,817 57,817

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 6,194

投 資 有 価 証 券 評 価 損 145 6,339

税 引 前 当 期 純 利 益 1,417,855

法人税、住民税及び事業税 480,282

法 人 税 等 調 整 額 △33,282 447,000

当 期 純 利 益 970,855

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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株主資本等変動計算書
（平成31年４月１日から令和２年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金
そ の 他
資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金
合 計

利 益 準 備 金

当期首残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

当期変動額

剰余金の配当

固定資産圧縮積立金の積立

固定資産圧縮積立金の取崩

別途積立金の積立

当期純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － －

当期末残高 2,420,600 1,761,954 77 1,762,031 311,000

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式そ の 他 利 益 剰 余 金
利益剰余金合計

固定資産圧縮積立金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当期首残高 2,105,331 4,711,000 1,875,225 9,002,556 △293,208

当期変動額

剰余金の配当 △141,939 △141,939

固定資産圧縮積立金の積立 38,780 △38,780 －

固定資産圧縮積立金の取崩 △31,135 31,135 －

別途積立金の積立 900,000 △900,000 －

当期純利益 970,855 970,855

自己株式の取得 △652

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 7,644 900,000 △78,729 828,915 △652

当期末残高 2,112,975 5,611,000 1,796,495 9,831,471 △293,861

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当期首残高 12,891,978 477,318 477,318 13,369,297

当期変動額

剰余金の配当 △141,939 △141,939

固定資産圧縮積立金の積立 － －

固定資産圧縮積立金の取崩 － －

別途積立金の積立 － －

当期純利益 970,855 970,855

自己株式の取得 △652 △652

株主資本以外の項目の当期
変動額(純額)

△126,641 △126,641 △126,641

当期変動額合計 828,263 △126,641 △126,641 701,621

当期末残高 13,720,242 350,677 350,677 14,070,919

（注）金額単位は千円未満を切り捨てて記載しております。
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＜重要な会計方針＞

１．資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

子会社株式及び関連会社株式………移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……………………決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

(2）たな卸資産

貯蔵品………………………………先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産…………………………定率法

　　　　 (リース資産は除く) 　　　　　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法によっております。

　なお、主な耐用年数は建物24～50年、車両３～

６年であります。

(2）無形固定資産及び長期前払費用……定額法

　      （リース資産は除く）　　　　　　　　なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（５年）によっており

ます。

(3）リース資産……………………………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリ

ース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。
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(4）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

(5）債務保証損失引当金

　関係会社に対する債務保証による損失に備えるため、被保証先の財政状態等を勘案し、

損失見込額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書

類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

(2）消費税等の会計処理

　　税抜方式を採用しております。

(3）収益の計上基準

　　営業収益

　　　貨物運送収入は、当社の各事業所において荷主より貨物運送を受託し発送した日を

基準として計上しております。

＜表示方法の変更に関する注記＞

（損益計算書）

　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「受

取保険金」は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。

　なお、前事業年度の「受取保険金」は2,765千円であります。

＜貸借対照表に関する注記＞

１．有形固定資産の減価償却累計額 34,524,944千円

２．担保に供している資産

建物 3,813,177千円

土地 7,526,373千円

上記に対応する債務

短期借入金 2,438,600千円

１年以内返済予定の長期借入金 3,175,018千円

長期借入金 5,170,000千円

　　３．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 35,729千円

短期金銭債務 672,612千円

４．偶発債務

保証債務

関係会社の金融機関に対する借入等に対する債務保証 474,142千円

関係会社の取引先との商取引に対する債務保証 299,260千円
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＜損益計算書に関する注記＞

関係会社との取引高

営業収益 100,184千円

営業原価 4,208,046千円

営業取引以外の取引高 211,446千円

＜株主資本等変動計算書に関する注記＞

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首の

株式数（株）
当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末の
株式数（株）

普通株式 172,294 220 － 172,514

(注）普通株式の自己株式の株式数の増加220株は、全て単元未満株式の買取による増加であ

ります。

＜税効果会計に関する注記＞

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

　繰延税金資産

　賞与引当金 84,070千円

　未払事業税 26,434千円

　退職給付引当金 946,263千円

　役員退職慰労引当金 30,795千円

　減損損失 948,063千円

　債務保証損失引当金 12,793千円

　資産除去債務 32,375千円

　その他 18,295千円

繰延税金資産小計 2,099,088千円

　評価性引当額 △1,038,946千円

繰延税金資産合計 1,060,142千円

　繰延税金負債

　固定資産圧縮積立金 925,528千円

　その他有価証券評価差額金 154,523千円

　その他 3,873千円

繰延税金負債合計 1,083,924千円

繰延税金負債の純額 23,782千円
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因

法定実効税率 30.46％

(調整)

交際費等損金に算入されない項目 0.48％

受取配当金等益金に算入されない項目 △4.96％

住民税均等割 5.64％

評価性引当額の増減 △0.36％

その他 0.27％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 31.53％

＜関連当事者との取引に関する注記＞

子会社及び関連会社等

（単位:千円）

種　類
会 社 等
の 名 称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科　目 期末残高

子会社
マルケー
商事㈱

所有
直接100％

役員の兼任
燃料の購入
債務保証

燃料の購入
債務保証
受取保証料

2,145,791
334,235
1,495

営業未払金
－
－

349,242
－
－

子会社
岡山県貨
物鋼運㈱

所有
直接100％

役員の兼任
債務保証 債務保証

受取保証料
229,607
1,273

－
－

－
－

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．燃料の購入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

２．上記金額のうち、営業未払金の期末残高は消費税等を含み、その他は消費税等を

含んでおりません。

３．債務保証については、子会社の金融機関に対する借入等及び取引先との商取引に

対するものであります。また、受取保証料については信用リスクを勘案して決定し

ております。

＜１株当たり情報に関する注記＞

１．１株当たり純資産額 6,940円8銭

２．１株当たり当期純利益 478円82銭

＜重要な後発事象に関する注記＞

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

令和２年５月15日

岡山県貨物運送株式会社

取　締　役　会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 　 昇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 村 　 康 弘 

監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の平成31年

４月１日から令和２年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本とな

る重要な事項及びその他の注記について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、岡山県貨物運送株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連

結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、

会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た

している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作

成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開

示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお

いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又

は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関

する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に

注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない

場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人

の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の

表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して

いるかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する

十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督

及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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会計監査人の監査報告書 謄本
独立監査人の監査報告書

令和２年５月15日

岡山県貨物運送株式会社

取　締　役　会 御中

有限責任監査法人 トーマツ

大阪事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 三 宅 　 　 昇 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 吉 村 　 康 弘 

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡山県貨物運送株式会社の平

成31年４月１日から令和２年３月31日までの第108期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対

照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附

属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会

社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査

法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽

表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい

て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤

謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に

影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断

による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた

めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す

る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意

を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合

は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論

は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表

示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で

求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事

項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ

いて報告を行う。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

　以　上
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監査役会の監査報告書 謄本
監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成31年４月１日から令和２年３月31日までの第108期事業年度の取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告
書を作成し、以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び
結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分
担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状
況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし
た。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及びその他の注記）及びその附属明細書
並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
びその他の注記）について検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して
いるものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事
実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当
該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

令和２年５月20日

岡山県貨物運送株式会社　監査役会

常勤監査役 若 狹 愼 一 
社外監査役 松 田 　 久 
社外監査役 佐 藤 　 浩 

以　上
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株主総会参考書類

　第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

１．期末配当に関する事項

　当期の期末配当金につきましては、当期の業績並びに今後の経営環境等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)配当財産の種類

　　金銭といたします。

(２)株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　当社普通株式１株につき金70円とし、配当総額は141,924,020円といた

します。

(３)剰余金の配当が効力を生じる日

　　令和２年６月29日

２．その他の剰余金の処分に関する事項

　内部留保につきましては、将来の積極的な事業展開に備えた経営基盤の

強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じます。

(１)増加する剰余金の項目とその額

　　別途積立金　　　　　　　　　800,000,000円

(２)減少する剰余金の項目とその額

　　繰越利益剰余金　　　　　　　800,000,000円
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第２号議案　監査役３名選任の件

　監査役全員（３名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので
新任２名を含む監査役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１

わか

若
さ

狹
しん

愼
いち

一

(昭和23年６月７日生)

昭和42年４月　当社入社

平成16年６月　当社経理部長

平成20年６月　当社取締役経理部長

平成29年６月　当社常務取締役

令和元年６月　当社常勤監査役（現任）

3,000株

２

※
なか

中
やま

山
のり

紀
あき

昭

(昭和25年４月25日生)

昭和48年４月　坂上行男税理士事務所入所

昭和49年３月　同所　退所
 

昭和49年10月　等松青木監査法人（現有限責任

監査法人トーマツ）入所

昭和53年４月　公認会計士登録
 

平成27年６月　有限責任監査法人トーマツ　退

所
 

平成27年７月　公認会計士中山紀昭事務所　代

表(現任)

（重要な兼職の状況）

公認会計士中山紀昭事務所　代表、イオンディ

ライト株式会社　会計参与、株式会社ユーコム

　会計参与、株式会社ジェネラル・サービシー

ズ　会計参与

0株

３

※
みや

宮
はら

原
ひで

秀
き

樹

(昭和38年１月７日生)

昭和60年４月　安田火災海上保険株式会社(現損

害保険ジャパン株式会社)入社

平成21年４月　同社東日本業務部　部長
 

平成26年６月　同社本店自動車営業第一部　部

長
 

令和２年４月　同社執行役員待遇岡山支店長

(現任)

（重要な兼職の状況）

損害保険ジャパン株式会社　執行役員待遇岡山

支店長

0株

（注）１．※印は、新任の監査役候補者であります。

２．監査役候補者中山紀昭氏及び宮原秀樹氏は、会社法施行規則第２条第３項第８号に規

定する社外監査役候補者であります。

３．社外監査役候補者中山紀昭氏は、公認会計士中山紀昭事務所の代表を兼務し、当社は

同所と取引関係にありません。なお同氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわた

り公認会計士としての専門的な知識と幅広い経験を有しており、その経歴を通じて培っ
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た会計の専門家としての経験と見識からの視点に基づく会計の監督とチェック機能を期

待したためです。

４．社外監査役候補者宮原秀樹氏は、損害保険ジャパン株式会社の執行役員待遇岡山支店

長を兼務し、当社は同社との間に保険契約の取引関係があります。同氏を社外監査役候

補者とした理由は、長年にわたる保険業界での業務経験によりグローバルな視野を有す

るとともに、コンプライアンス等の知見も深く、豊富な経験と見識を有しており客観的

かつ中立的な立場から当社の経営全般に対して指導及び監査いただけるものと期待した

ためです。なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与した経験

はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行することがで

きるものと判断しております。

５．各監査役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

第３号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって、任期満了により退任されます監査役松田　久氏

及び佐藤　浩氏に対し、在任中の労に報いるため、当社における所定の基準

に従い相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等につきましては監査役の協

議にご一任願いたいと存じます。

　退任監査役各氏の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

松 田 　 久  平成18年６月　当社監査役（現任）

佐 藤 　 浩  平成28年６月　当社監査役（現任）

　以　上
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ＪＲ岡山駅（東口）バス乗り場より、バス約15分です。


